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1． まえがき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 長　　乗松 利幸

雇用連情報67号をお届けします。

　新型コロナウイルス（以下、コロナと略す）の感染拡大に伴う緊急事態宣言（2020年４月）を受けて、行動自粛等もあり、早３年が経過しました。
このコロナ禍における視覚障害者雇用状況の特徴は、あはき従事者の就職件数、就職率等の減少であります。また、ヘルスキーパー、訪問マッサージ師の自宅待機、開業者の方々の患者さんの激減であります。
　職業紹介状況の変化、職業紹介の順位（2022.6.1現在）を調査しますと
第１位は、専門的・技術的職業、① あんま・鍼・灸・マッサージ、27.5（40.5）％。
＊2010年は60.6（73.8）％、2013年以降は減少傾向。

第２位は、運搬・清掃・包装等の職業、21.6％（17.4％）。

＊2012年は、12.4％（6.3％）、2021年は、21.0％

（16.3％）と増加傾向。

第３位は、事務的職業、18.7（16.1）％。＊2010年は

10.1（6.4）％、2013年は13.0（9.2）％、2019年は

16.4（13.9）％、2021年は19.2（16.8）％と増加傾向。

となっています。この職業紹介の変化には、いくつかの要因が考えられます。

　現在、盲学校の幼児児童生徒数の減少に伴い障害種別を超えた統廃合が進んでいます。その背景には、いくつかあります。

一つは、インクルーシブシステム下の中で

「障害のある大学生の人数の増加」があります。
・障害学生数は37,647人（全学生数の1.17％）

・障害学生在籍学校数は937校

（全学校数1,174 校の79.8％）

・大学で学んでいる視覚障害のある学生の人数は、887人。
高等部卒業者の状況（2019文科省調査より）において盲学校以外からの
進学者が多いことも事実です。
2019年度に大学に在籍している視覚障害のある学生は、887人です。
　2007（Ｈ19）年4月から、「特別支援教育」が学校教育法に位置づけられ、
すべての学校において、障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実していくこととなりました。

これに伴いインクルーシブ教育システムの中での視覚障害児童・生徒
の一般校への入学、在籍があります。
＊インクルーシブ教育改革と特別支援教育改革

○「障害者制度改革の推進のための第二次意見」
（2010（Ｈ22）年12月　障がい者制度改革推進会議）

「障害のある子どもは、障害のない子どもと同様に地域の小・中学校に就学し、かつ通常の学級に在籍することを原則とし、……」
一般校においては概して視覚障害教育における専門性、合理的配慮等の欠如から基礎学力の不足、理解力等の低い生徒が生まれていることも否めません。

上記のような背景の中で、先に述べた職業紹介の順位において専門的・技術的職業である、「あんま・鍼・灸・マッサージ」、「事務的職業」は、一定期間の訓練がなければ身につくものではありません。軽作業である「運搬・清掃・包装等の職業」が、増加していることもうなずけるでしょう。
中途視覚障害者の方々の職場復帰も「合理的配慮」が叫ばれる中で、一定の割合で見直されていると思われます。
障害者の法定雇用率、2.7％へ（2026年４月から）　

厚生労働省は、障害者雇用促進法に基づき企業に義務付けられている障害者の雇用割合（法定雇用率）を、現在の2・3％から2・7％に引き上げることとなりました。企業側が受け入れ態勢を整えるための期間を考慮して、2段階での引き上げを考えており、来年4月にまず2・5％とし、2026年度中に2・7％にする予定です。また、雇用率が民間より上乗せされている国や地方公共団体などは3・0％、都道府県の教育委員会は2・9％に上げられます。
厚生労働省は、障害者の方々に働きやすい環境整備として、2024年４月から、「10時間から20時間枠の短時間雇用枠の創設」、本会が長年要望してきた、「職場介助者制度における事務職と非事務職の差異の解消」等が実現します。
あはき法１９条裁判は、一定の方向が示されました。

今後は、視覚障害あはき師の未来について真剣に考えなければならない時期が来ています。

高齢者施設に機能訓練指導員として雇用される例が多くなり雇用率向上に貢献していますが、はり師・きゅう師の参入が認められ、このことが視覚障害者雇用に与える影響についても注視し取り組んでいかなければなりません。
以上
参考①
＊全国盲学校幼児児童生徒在籍状況の推移

●昭和６０（１９８５）年　６，７４７人

●昭和６３（１９８８）年　６，２５１人

●平成　１（１９８９）年　５，９６２人

●平成１０（１９９８）年　４，１８５人

●平成１９（２００７）年　３，５９１人

●平成２７（２０１５）年　３，０７９人

●平成２８（２０１６）年　２，９２９人

●平成２９（２０１７）年　２，８５１人

●平成３０（２０１８）年　２，７３１人

●令和　１（２０１９）年　２，６１６人

●令和　２（２０２０）年　２，５１０人

●令和　３（２０２１）年　２，３６６人

●令和　４（２０２２）年　２，２８８人
●令和　５（２０２３）年　２，１８６人
★知っておいてほしい事実

兵庫県立淡路盲学校の存在。（平成２１年３月廃校）

参考②
・全国の盲学校の在籍者数のピーク　昭和３４年　１０，２６４人

・その当時の１校当たりの在籍者数　１３５人

・２０１９年度の１校当たりの在籍者数 ３９人（２０１９）

・複数の障害種を対象にした併設・併置の学校・

　２０２１（令和３）年５月１日現在、７校

・特別支援学校全体の在籍者数（Ｈ３０.５.１）１４３，３７９人

（1， ４３５人の増加）　※知的障害特別支援学校高等部を中心に増加傾向。
・義務教育段階の特別支援教育の対象(Ｈ２９．５．１）

　義務教育段階の
全児童生徒数　９８９万人（１０万人程度ずつ減少）

　特別支援学校在籍　約７２，０００人（Ｈ１９比 １．２倍）０．７％。
２.　厚労省交渉報告

事務局長　　伊藤 慶昭

2023年３月17日、厚生労働省交渉がオンラインにおいて行なわれました。

当局側の出席者は、人材開発統括官障害者企画係長 老健局認知症施策・地域介護推進課基準第二係、職業安定局障害者雇用対策課の雇用援助係、雇用促進研究官、社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 就労支援係、医政局医事課等が要望ごとに入れ替わり回答する形で進められました。雇用連側の参加者は、11名でした。以下、交渉の概要を報告します。

令和５年３月17日

厚 生 労 働 大 臣

　 加藤　勝信  様
全国視覚障害者雇用促進連絡会　

会　長　　乗松　利幸　　　

　　　　　　　厚生労働省への要望と回答
（合理的配慮）

要望１　「重度障害者等就労支援特別事業」について、要望します。

1. 本事業を障害者総合支援法の「自立支援給付」のサービスに改めてください。

少なくとも、地域生活支援促進事業に位置付け、国の負担を２分の１にして
ください。

2. 本事業を任意事業でなく、必須事業にしてください。

現在、実施市区町村は22か所です。

本人が希望しても自治体が拒否する事例が生まれています。

3. 車の運転による介助を認めてください。

地方では公共のバス等が減便され、車なしでは移動できません。

４.「福祉有償運搬（国交省所管）」との連携を認めてください。

回答：令和４年度中に実施すると回答している自治体は56ある。
令和5年１月1日時点で29の市区町村が実施し利用者は108名である。
各自治体で実施している事業名については把握していない。

　この事業について市町村による実施を促進していくことは重要と考えている。
取り組み事例の紹介や周知を進めている。また令和６年度からの次期障害
福祉計画の策定において、地域のニーズの把握を行っていただくことにしているが、その際重度障害者の就労支援のニーズを把握していただいて、必要な支援体制の整備を計画的に進めていただきたい。

（文書の朗読など同行援護で対応できないうんぬんの要望に対して）

業務上の支援は障害者雇用納付金に基づく制度を利用していただき、それでも支障が残る部分について地域生活支援事業で支援を行う。

福祉事業で行う場合公共交通機関に限定されているものではなくて、市町村が支援に効果があると判断した場合には、事業者の車による支援等も認められるものである。
費用は、通常の障害福祉サービスに要する費用基準単位に地域単価を乗じて算出した額を基本とすることを実施要項の中で明記している。

（合理的配慮の指針関係）

要望２　雇用における合理的配慮の指針を補強するために事例集が発行されています。この事例集及びＱ＆Ａが更新されるとのことですが、視覚障害関連で追加された項目を示してください。また、職場介助者制度を利用した事例や事業主と話し合って必要な配慮を受けることができた好事例を多く盛り込んでください。

要望３　視覚障害者である公務員について、次に掲げる合理的配慮の必要性を、関係省庁、特に総務省や人事院に周知してください。

1．職場介助者の配置または委嘱（文字処理及び出張に対応）

2．視覚障害を補う意味でのパソコン及び周辺機器・ソフトの配置

3．上記のメンテナンス及びこれを使いこなすための研修の実施

4．歩行訓練の保障及び盲導犬切り替時の配慮

回答：（要望2、要望3関係）事例集等を国の機関や総務省を通じて地方公務員に提供することで広く合理的配慮の提供について周知を行っている。

要望３－２　中途視覚障害公務員にも「在職者訓練」を受けられるしくみについて、視覚障害者のための職業訓練には次の3種が制度化されており、就労継続に活用されています。

１． 在職者訓練（在職しながら受講希望者対象・オーダーメイド訓練とも言う。）

２．求職者訓練（無職中の仕事を求めている人対象）

３．休職者訓練（長期休職している人対象）

　ところが、公務員労働者であって、在職中、中途で視覚障害を負った者に対しては在職者訓練を受講できない仕組みになっています。
その要因は、失業保険と職業訓練を賄うことになっている「雇用保険」制度にあり、ここに財源を求めているところにあります。公務員には、適用外の失業保険、職業訓練を賄う「雇用保険」に財源があるため対象外になってしまっています。会社員であれ、公務員であれ、同じ労働者であると同時に同じ視覚障害者として苦悩は同じであり、働き続けたい意欲は同じです。同じ労働者、苦悩者という同質者が、合理的配慮を欠いた施策により最も必要とする中途視覚障害のタイミングで在職者職業訓練を受講できないという最悪の結果がつくられています。

　この悪しき制度を改め、短期間で「在職者」訓練を受講できる仕組みづくりを要求するものです。

回答：訓練が一定の要件を満たす場合は法制上の研修に該当し、外部の支援
機関等の研修に勤務時間内に参加させることができる。

要望４　視覚障害者のICTに関する要望

1．視覚障害者がスクリーンリーダーとキーボード操作で仕える業務処理
システムやクラウドについて、現時点でどのようなものがあるか調査し
結果を公表してください。

２．アクセシビリティに配慮した業務システムの導入に対しても助成金を
支給してください。

回答：１．独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構で就労支援機器の貸出を行っているので各企業において業務処理システムとの実際の互換性を確認していただくことができる。
２．については障害者作業施設設置等助成金が活用できる。

（ジョブコーチ）

要望５　以前から要望している視覚障害者が働く職場に訪問してのパソコン等のＩＴ機器の操作指導について、2006年度の回答の中で「ジョブコーチが有効」との見解をうかがいました。これを実のあるものにするため、パソコンサポートの技術のある視覚障害者専門のジョブコーチを増やしてください。業務システムは操作が特殊で一般的な訓練では対応できないことがあります。

回答：職場適用援助者要請研修のあり方に関する研究会というのにおいて
特定の障害種別に特化したジョブコーチの要請について特定の障害種別に
係る専門的な スキルを新たに学ぶよりも必要な専門的スキルを有する
人材に ジョブコーチのスキルを付与していく方が効率的であるという
意見もあった。このため高齢・障害・求職者雇用支援機構など関係機関から
資格障害者支援を 行っている者や団体に対して受講を勧奨しジョブコーチ
要請研修を 受講してもらうよう改めて働きかけている。

（（人材開発統括官あて））職業訓練）

要望６　視覚障害者が全国どこでも、地元で職業訓練を受けられるよう、指導員を養成してください。またそれが難しい場合遠隔地で訓練が受けられるよう宿泊費や旅費等の助成をしてください。

回答：職業能力開発総合大学校において、平成25年度ごろまで、視覚障害者向け、職業訓練の指導技法に関する研修を実施していたが、受講者が集まらず、現在は実施していない。研修の実施にあたっては、ニーズや、費用対効果などを勘案して検討する必要があると考えている。関係機関と連携しながら、適宜検討していきたい。障害者職業能力開発校には寮がある。
公共職業安定所長の指示により、職業訓練を遠隔地で受講する場合などの支援として、一定額を上限とする通所手当が支給される。

（中途視覚障害者のリハビリテーション）

要望７　障害者権利条約・障害者雇用促進法の理念に基づき、民間企業においても「国家公務員である中途障害者への通知」に準じた取り扱いがされるよう、労働基準法関係の法令で制度化をしてください。

　＊国家公務員である中途障害者への通知

「障害を有する職員が受けるリハビリテーションについて」（平成19年
1月29日、人事院通知）により、国家公務員である中途障害者が職務を遂行するために必要なリハビリテーションについては、病気休暇や研修制度の中で受けることが可能。

回答：中途障害者の方が職務を遂行するために必要なリハビリテーションについては、法により一律に定めることは望ましくないというふうに考えている。引き続き民間企業への周知・啓発を通じて、中途障害の方が必要な合理的配慮の提供を受けられる雇用環境が整備されるよう努めていく。

（機能訓練指導員関係）

要望８　介護給付費分科会、平成30年度介護報酬改定に関する審議報告（2017年12月18日）において、「はり師、きゅう師が新たに機能訓練指導員の対象となることについては、機能訓練の質が維持されるか、また障害者の雇用等に悪影が生じないかについて検証するべきである。」とあります。この検証委員会が昨年開催されました。結果についてご説明ください。

　また、機能訓練指導員の鍼灸師の参入は、今後も年次推移を見つつ注視しなければ視覚障害あはき師の雇用への影響はわからないと考えています。

回答：アンケートによると7～１０割が機能訓練指導員不足解消に役立った、２割が機能訓練の内容の見直しにつながったと回答した。鍼灸師を追加しても機能訓練の質は維持され、障害者雇用への影響はないものと考える。

要望９　介護保険施設における機能訓練指導員の資格毎の全国延べ人数の直近３年間の推移を教えてください。資料提供をお願いします。

要望９－２　介護保険施設の種類毎の、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、柔道整復師、はり師及びきゅう師のそれぞれの人数を教えて下さい。資料提供をお願いします。

　後日資料提供。

（介護サービス施設・事業所調査結果の概況：従事者の状況）

要望10　2021年介護保険改正における通所介護施設の機能訓練加算が変更されました。機能訓練加算についてご教授ください。

回答：令和３年度の介護報酬改定においては、地域密着型通所介護においては、個別機能訓練加算について、より利用者の自立支援に資する個別機能訓練を提供するという観点から加算の取得状況や加算を取得した機能訓練の実施状況を加えて従来の個別機能訓練ⅠとⅡを統合し人員配置等の算定要件の見直しを行った。

要望11　機能訓練指導員である、柔道整復師、はり師又はきゅう師が、業務範囲を超えてあん摩業、マッサージ業又は指圧業を行っているので、これを行わないように指導してください。

回答：柔道整復師、はり師又はきゅう師は機能訓練指導員としての知識を有するとして認められた職種で、あくまで機能訓練を提供するものとして配置されていて、あんま、マッサージ、指圧を行うものではない。

追加項目

要望11－２　LIFE「科学的介護情報システム」が2021年度より「データの提出とフィードバックの活用によって、ケアの質の向上を図ること」が目的に始まりました。システムに対する説明やソフトの音声対応などがなされてないため、視覚障害マッサージ師に対する合理的配慮をお願いします。

　＊LIFEというソフトが音声対応していないようです。

回答：LIFEはたしかに十分視覚障害者に対応しておらず申し訳ない。
システムの説明は動画の説明マニュアルを追加している。入力については介護システムからのエクスポートも可能。介護ソフトは一部音声入力支援ソフトに対応していることを確認している。LIFEの音声入力支援ソフトへの対応は引き続き検討していきたい。

質問：要望8について令和1年9月以降についても調査する予定はあるか。

回答：現段階で調査の予定はない。

意見：現場では影響が出ているという声がある。当初雇用への影響がなかったのかもしれないが３年経ったので再調査していただきたい。

質問：LIFEの改修予定は？

回答：介護報酬改定が３年に１度で、次回が令和6年度にむけて開発を進めている。要望については開発業者とも相談する。動画マニュアルについても十分御利用いただけないかもしれないがお聴きいただいて御利用いただきたい。

（あはき業に従事する視覚障害者への合理的配慮の保障を求める）

要望12　あはき業に関する合理的配慮について保障してください。

１．あはき業並びにその養成（理療教育）に従事する視覚障害者、具体的には、民間事業所（医療施設、介護施設、民間企業）勤務者、公務員（国家公務員、地方公務員）、自営業者（あはき施術所開業者）について、各々どのような法制度に基づいて合理的配慮等の施策が講じられるのかご教示ください。

回答：民間事業所勤務者の場合障害者雇用促進法第34条35条36条の2 及び36条の3の規定に基づいている。国家公務員の場合国家公務員法第27条及び71条、地方公務員の場合地方公務員法13条並びに障害者雇用促進法36条の2及び36条の3の規定に基づいている。
２．医療施設（病院・診療所）、介護施設（特別養護老人ホーム等）、民間企業（ヘルスキーパー）に勤務する視覚障害者であるあはき師が、安心して働き続けられるために、全雇用期間を通じて職場介助者制度を適用し、事務処理の補助等を保障してください。

３．最も厳しい状況に置かれているあはき施術所を開業する視覚障害（自営業者）が、自信と希望を持って業を営むために、施術所の清潔保持、関連の事務処理、往療の際の移動支援等の援助体制の整備を図ってください。

回答：障害者雇用納付金制度に基づく助成金は一時的な経済的負担を軽減するものであるが障害者解除等助成金については雇用の継続を図る観点から10年を超える長期の支給というふうにしている。
ご指摘な部分を含め納付金助成金の充実に向けましては一時的な経済的負担を軽減するという納付金助成金の趣旨や限られた財源の中でより効果的に障害者雇用を推進していくという観点を踏まえつつ関係者の皆様の意見も聞きながら引き続き検討を行っていく。
回答：居住スペースと就労スペースが明確に分離されていれば、就労スペースでの支援は職場での支援として運用する。書類作成も同行援護で代読代筆が可能なので支援可能。清掃については同行援護でも雇用納付金による制度でも想定していない。ガイドヘルパーによる自動車の運転は運転に専念していて利用者の支援を行ないので対象とならない。

受領委任の改正の理由については、社会保障審議会医療保険部会の下に設置されているあはき療養費検討専門委員会の議論を経て決定する。受領委任の取り扱いを行う施術所の管理者の方については令和3年1月から1年間の実務経験と20日間の研修の受講が管理者の要件とされた。合理的配慮については、代理人の方の申し込みの受付、拡大文字、点字のテキストを準備している。事前に研修実施期間の職員と打合せしオンライン受講や介助者の同行も認めている。
４.同一の職場・部署に多数の視覚障害者が雇用されている特殊な職場である全国の視覚特別支援学校（盲学校）並びに養成施設において、あはき師の養成（理療教育）に従事する視覚障害者（理療科教職員）に対して、国公私立に関わらず、事務処理の補助や業務上の外出の付き添いなどの援助体制が整備さるるよう、関係機関に働きかけてください。

回答：制度の説明のみ。

要望13　厚生労働統計に、病院、診療所及び介護保険施設における視覚障害者であるあはき師の雇用状況を加えてください。

回答：6月1日に出していただいている障害者雇用状況報告について、
令和4年度から様式を改正し、身体障害の部位別雇用状況を把握する
ようにしている。

（視覚障害専門官の配置）

要望14　視覚障害者の職場定着・安定のために、特定の職業安定所に視覚障害者のことをよく理解した専門の担当相談員を配置してください。

回答：ハローワークの 障害者専門窓口に配置する職員については独立行政法人労働政策研究研修機構労働大学校というところも研修で身体障害者の職業問題を扱う講義等の受講機会があり、これらを通じて障害者雇用の促進 や職場定着等を推進する上で必要な知識・技術の習得・資質向上を 図っている。なおこの講義では資格障害者を含む身体障害の部位 ごとの特徴、就労上の問題点、管理上の配慮事項、職場定着への取り組み等を扱っている。

（視覚障害者雇用年次推移）

要望15　視覚障害者の雇用について、年次的にその推移をお示しください。また、障害者全体に占める視覚障害者の雇用については、減少傾向・横ばいと言ってよいですか。

　年次的推移の資料提供をお願いします。

回答：後日データを送付する。

ハローワークの紹介による視覚障害者の就職件数は平成25年度以降減少している。また、ハローワークの紹介による障害者全体の就職件数に占める視覚障害者の割合についても減少傾向にある。その理由としては視覚障害者の約4割が就職するあん摩・マッサージ・指圧師等の障害者専用求人数がちょっと減少傾向 にあるということと、視覚障害者の新規求職申込みが減少傾向になり、また年齢別で見ると50代以上が約6割という風になっており、就職を希望する視覚障害者の高齢化が進んでいることなどがあると考えられる。

（特定身体障害者雇用率制度）

要望16　国・地方公共団体は、特定身体障害者（視覚障害3級以下に適用される特定職種、あん摩マッサージ指圧師）、特定身体障害者雇用率100分の70を達成するため、法に基づく採用計画を作成し、すみやかに達成するようにしてください。また、同雇用率の達成が努力義務となっている民間企業に対しては、達成のための指導を強化し、必要に応じて雇い入れに関する計画の作成を命じてください。

回答：毎年6月1日現在の障害者雇用状況報告に合わせて 報告をさせている。特定身体障害者雇用率が未達成である公的機関に対しては採用計画等を作成させるなど同雇用率の達成に向けて指導を行っているまた特定身体障害者雇用率制度 の対象となる資格障害者については障害者雇用率制度の対象でもある ことから雇用率達成指導によりその採用等の促進を図っている。
（職場介助者制度）

要望17　職場介助者制度について、事務職、非事務職にかかわらず、実情に合わせた柔軟な運用をしてください。なお、非事務職についても、近年処理すべき文書が増えたことから、事務職並みの助成が受けられるようにしてください。とりわけ、次の改善をはかってください。

１．職場介助者の配置または委嘱助成金及び職場介助者の配置または委嘱の継続措置に係る助成金の支給期間を延長してください。

２．職場介助者の配置または委嘱助成金及び職場介助者の配置または委嘱の継続措置に係る助成金において、事務的業務に従事する重度視覚障害者と事務的業務以外の業務に従事する重度視覚障害者との支給限度額の差異を解消して下さい。

（注）職場介助者制度は、全国視覚障害者雇用促進連絡会（雇用連）の要望により、事務職である重度視覚障害者の介助業務を行うものとして1989年に実現しました。

その後、対象障害者を重度四肢機能障害者に拡大されました。

その後、全国病院マッサージ問題連絡会（病マ連という。現、全国医療・介護マッサージ連絡会）が、「非事務職においても一定の事務的業務が含まれるので職場介助者が必要である」と要望したことが認められ、職場介助者の委嘱助成金（非事務職）が実現しました。非事務職の支給限度額の決定にあたり、（公社）全国病院理学療法協会の「診療報酬のレセプト請求時に毎月2日程度必要」という主張が取りいれ、「委嘱1回あたり1万円、年24万円まで」となりました。引き続き病マ連が、「レセプト請求は被用者であるマッサージ師が行う業務ではない」ことを説明し、これは貴省においても共有されました。

非事務的業務において事務量が増加している状況を考慮して、事務的業務と非事務的業務の差異解消をはかるための第1段階として、支給限度額を、「年48万円まで」と改め、さらに限度額を順次引き上げていくことが現実的な方法だと考えます。

３．支給対象となる職場介助業務について、車の運転等、重度視覚障害者が真に必要とする介助が受けられるように介助業務を改めてください。

回答：障害者雇用納付金制度 に基づく助成金は一時的な経済負担を軽減する
ものであるが、障害者介助等助成金については雇用の継続を図る観点から
10年 を超える補助金の支給期間としている。御指摘の部分を含め納付金助成金の充実については一時的な経済的負担を軽減するという納付金助成金の趣旨や限られた財源の 中でより効果的に障害者雇用を推進していくという観点を踏まえつつ関係者の皆様の意見も聞きながら引き続き検討を行っていく。
（助成金等申請事務）

要望18　障害者雇用助成金及び障害者雇用継続助成金に基づく助成金について申請手続を簡素化してください。並びに、都道府県協会において、申請手続を熟知するよう指導し、申請に係る手続を丁寧に助言するようにしてください。また、申請から給付までの時間を大幅に短縮してください。

回答：これまでも簡素化を行っており毎年簡素化を検討している。

要望19　2018年の障害者雇用水増し問題に関連して、中央省庁における視覚障害者の雇用の実態を、数字で説明してください。
また、特に遅れていると思われる中央省庁における視覚障害者の採用を積極的に進めてください。中央省庁の障害者雇用水増し問題を受けて、数合わせに終わらせないことは言うまでもありません。視覚障害者に対しては、事務職、非事務職両方の面から雇用を図る必要があります。雇用継続が困難な事例も聞いています。

また、特に非事務職として民間企業では、既に実績があるヘルスキーパーを、今回の水増し問題を契機に、公務員の職場にも導入することを早急に検討し具体化することをお願いします。

回答：中央省庁における視覚障害者については令和4年6月1日時点の任免状況通報では、国内行政機関では身体障害者実人員で3916人に対し視覚障害に該当する方は実人員で257人です。厚労省におきましては身体障害者実人員 で849人に対し視覚障害に該当する方は実人員で74人になっています。国家公務員の障害者雇用において資格障害者のヘルスキーパーを採用 することにつきましては一時的には各機関において検討することでは あるものの厚生労働省において作成した障害者活躍推進計画の 作成手引きというものにおいて障害者のヘルスキーパーについての記載も盛り込んでいる。

以上　
３.　【報告】　2023雇用連研修会　特別講演

「視覚障害者の雇用の現状と課題・今後の展望」

厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課長　西澤栄晃

１．障害者雇用の現状

（全体概況）

・　令和４年６月１日時点の民間企業の雇用者数　61.4万人

　（身体障害者35.8万人、知的障害者14.6万人、精神障害者11.0万人）　。

・　令和4年から障害部位別の人数を把握。

視覚障害者　13,697人（実人数）。　

・　雇用障害者数は19年連続で過去最高を更新。

（企業規模）

・　民間企業の雇用率は堅調に伸びている。企業全体では実雇用率2.25%

・　企業規模別には、1000人以上の大企業の実雇用率が最も高く（2.48%）、法定雇用率達成割合も高い（62.1%）。

・　他方で、中小企業において法定雇用率の達成割合が伸び悩んでいる。

平成10年代前半は、100人未満の企業が最も達成割合が高かったが、

現在45.8%と、全体の達成率（48.3%）を下回っている。

・　この100人未満企業の未達成企業の多くは、障害者の雇用が0人。

・　また、0人企業の多くは300人未満の企業。

（ハローワークの状況）

・　令和４（2022）年度のハローワークにおける障害者の新規求職申込件数は233,434件、就職件数は102,537件となり，いずれも前年度を上回った。

・　平成24年度の就職件数は68,321件であり、コロナによる影響があったが令和2年を除き就職件数は伸びている。特に精神障害者の伸びが大きい。

２．令和4年の法改正

・　令和4年の臨時国会において、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」が成立。

（特定短時間労働者の雇用率算定）

・　障害者雇用促進法においては、障害者の職業的自立を促進するという法の

趣旨から、事業主に雇用義務が課せられているのは、週所定労働時間が

20時間以上の労働者となっている。

他方で、障害特性で長時間の勤務が難しいこと等により、週所定労働時間

20時間未満での雇用を希望する者は、いずれの障害種別でも一定数存在し、特に精神障害者で多い。こうしたニーズを踏まえ、週20時間未満の

労働時間であれば働くことができる者の雇用機会の拡大を図ることが必要。

・　週所定労働時間が特に短い（10時間以上20時間未満と規定予定）

精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者について、特例的な

取扱いとして、事業主が雇用した場合に、雇用率において算定できるように

する。

・　令和6年4月施行

（調整金及び報奨金の見直し）

・　全ての事業主は、社会連帯の理念に基づき、障害者に雇用の場を提供する

共同の責務を有しており、この理念のもと、事業主の共同拠出による

納付金制度を整備し、法定雇用率を上回る雇用をしている企業に調整金・

報奨金を支給するほか、事業主の取組に対する助成を行っている。

・　近年、調整金や報奨金が支出のほとんどを占め、雇用の質の向上のための

支援を行う助成金の支出が限られている。

・　このため、限られた財源を効果的に運用し、雇用の質の向上に向け、事業主による障害者の職場定着等の取組に対する支援を充実させるため、以下の

見直しを実施。

① 事業主が一定数を超えて障害者を雇用する場合、当該超過人数分の

調整金や報奨金の支給額の調整

② 事業主の取組支援のため、助成金を新設（雇入れや雇用継続を図るために

必要な一連の雇用管理に関する相談援助の支援、加齢に伴い職場への

適応が困難となった障害者への雇用継続の支援）

　具体的には以下のとおり。令和6年4月施行（令和7年度の支給から反映）

（１）障害者雇用調整金の支給調整

　　　支給対象人数が10人を超える場合には、当該超過人数分への支給額を

23,000円（本来の額から6,000円を調整）とする。

（２）報奨金の支給調整

　　　支給対象人数が35人を超える場合には、当該超過人数分への支給額を16,000円（本来　の額から5,000円を調整）とする。

３．障害者雇用納付金による助成金の見直し（令和6年度）

（基本的考え方）

・　労働政策審議会障害者雇用分科会の意見書やこれに基づく個々の企業への

ヒアリングを通じて把握したニーズ等を踏まえ、納付金助成金について、

① 障害者雇用の経験・ノウハウが不足する事業主への障害者雇用に関する

相談援助のほか、

② 加齢により職場への適応が困難となった障害者の雇用継続のための支援を新たに行うとともに、

③ 雇入れ時等の介助者、ジョブコーチ、専門職等による職場への定着支援の

拡充等を行う。

・　その際、以下の観点に留意し、全体を見直すこととする。

① 事業主が目的に応じ助成金を適切に活用できるよう、分かりやすさ等も

考慮し、助成金やそのメニューの拡充、整理を行う。

② なお、新たに加齢に伴う課題に対する支援を行うに当たっては、可能な限り

切れ目のない支援を行うこと、また分かりやすい制度設計とすることが重要であるため、既存の助成金の枠組みを活用し、その中で継続して支援を行う

ことができるようにする。

（視覚障害者に係る職場介助助成金の見直し）

・　視覚障害者に関する見直しとしては、職場介助助成金について、

①「事務的業務以外」の「配置」も対象とする。

②「委嘱」に係る「事務的業務」と「事務的業務以外」の年間の上限額を同一にする

といった見直しを行う。

（中高年齢者への対応）

・　加齢により職場への適応が困難となった中高年齢等障害者（３５歳以上の

者）の雇用継続が図られるよう、事業主が行う、①業務の遂行に必要な施設の

設置等への助成、②職務の遂行のための能力開発、③業務の遂行に必要な者の配置又は委嘱への助成を新設。

（相談援助助成金）

・　特に障害者雇用の経験のない企業に伴走的支援を行うため、

相談援助助成金を創設。

・　都道府県労働局長の認定を受けた法人が、支援の対象となる事業主に対して、対象障害者の雇入れ及びその雇用の継続を図るために必要な対象障害者の一連の雇用管理に関する援助の事業を行った場合に支給

・　1件60万円（支援対象の事業主が中小企業又は除外率設定業種の場合

80万円）

　　6ヶ月雇用が継続した場合に加算あり。

・　○　一定の質を担保し、障害者雇用相談援助事業が適正に行われるよう、以下の要件を設定する。

・　都道府県労働局長の認定を受ける法人は以下の要件を満たす必要あり。

① 障害者の雇入れ及びその雇用の継続を図るための一連の雇用管理に

関する相談援助の業務又は実務の実績があること

② 事業実施責任者及び事業実施者を配置していること

事業実施責任者：下記ア又はイの業務や実務に５年以上従事した経験を

有し、当該業務等に総括的な指導監督の立場で２年以上

従事した経験を有する者

事業実施者：ア又はイの経験を有する者

 　　　　ア　障害者の雇用に関する相談援助等を行う事業所で、障害者の

一連の雇用管理に関する援助の業務に３年以上従事した経験　

 　　　　イ　特例子会社等で、障害者の一連の雇用管理についての実務に

３年以上従事した経験

③ 法定雇用率以上の障害者を雇用していること

④ 労働局又は機構が行う障害者雇用相談援助事業の実施状況等に関する　　

調査への協力　その他適正な実施に関する要請に応じることとしていること。

⑤ 個人情報を適正に管理し、秘密を守るために必要な措置が講じられている　

こと。

４．法定雇用率の引き上げ

・　法定雇用率制度は、障害者について、一般労働者と同じ水準において

常用労働者となり得る機会を確保することとし、常用労働者の数に対する

割合（障害者雇用率）を設定し、事業主に障害者雇用率達成義務等を課す

ことにより、それを保障するものである。

・　民間企業における雇用率は、

　　（対象障害者である常用労働者の数＋失業している対象障害者の数）

　　　／　（常用労働者数　　+　　失業者数）

　　といった算式を元に算定。基本的に5年を周期としている。

（雇用率の引き上げ）

・　令和5年1月に決定した新たな障害者雇用率：2.7％（現行2.3％）

　　ただし、計画的な雇い入れができるよう、令和６年４月から2.5%、

令和８年７月から2.7%と段階的に引き上げ。

・　国及び地方公共団体等：3.0％（教育委員会は2.9％）。段階的な引上げに係る対応は民間事業主と同様（現行：2.6％（教育委員会は2.5％））

・　除外率について、令和7年4月に10ポイント引き下げ

　（今後の課題）

・　今回の雇用率の決定の際の障害者雇用分科会の答申で以下の宿題あり。

　「厚生労働省は、当分科会において昨年６月17日に取りまとめた「今後の

障害者雇用施策の充実強化について」等を踏まえ、障害者雇用率制度に

ついて、次期の障害者雇用率の設定や今後の制度改正に向けて、早期に

検討を開始すべきである。」

５．雇用の「質」について

・　令和4年の法改正においては、納付金助成金の拡充を図ったほか、

法第5条の事業主の責務規定を改正し、事業主の責務として「職業能力の

開発及び向上に関する措置」を追加。（改正後の第5条）

第５条　全て事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、

障害者である労働者が有為な職業人として自立しようとする努力に対して

協力する責務を有するものであつて、その有する能力を正当に評価し、適当な

雇用の場を与えるとともに適正な雇用管理並びに職業能力の開発及び向上に

関する措置を行うことによりその雇用の安定を図るように努めなければ

ならない。

· 審議会や国会の法律の附帯決議において指摘のあった所謂「障害者雇用
ビジネス」について、ハローワークを通じて実態を把握。

· 実態把握を通じて把握した課題と望ましい対応について整理し、
リーフレットを作成して事業主への助言指導を実施している。

（１）
法定雇用率達成のためだけの雇用になっていないか

（２）
障害者が経済社会を構成する労働者の一員として能力を発揮する
機会を与えていると言えるか

（３）
適切な採用や雇用管理が行われているか等

６．最後に

以上　
４．資料①　視覚障害者の職業紹介状況　令和４（2022）年度版


５．資料②　第31回あはき師国家試験結果
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＜あん摩マッサージ指圧師　科目別問題数＞

午前　専門基礎科目80問80問

3時間15分

医療概論 414

衛生学・公衆衛生学614

関係法規 430

解剖学810

生理学812

病理学6160

臨床医学総論10

臨床医学各論16

リハビリテーション医学12

総合問題(基礎科目）6

＜はり・きゅう科目別問題数＞

科目90問90問

3時間15分　

医療概論 416

衛生学・公衆衛生学620

関係法規 424

解剖学910

生理学910

病理学610

臨床医学総論10180

臨床医学各論22

リハビリテーション医学12

総合問題(基礎科目）8

１２９６（２７４）１１４８（２０２）88.6（73.7）

第３１回　国家試験結果

受験者数（名）合格者数（名）合格率（％）

専門総合問題

４０８４（１８９）２８７７（１０８）70.4（57.1）

４０１０（１８０）２８７５（１０３）71.7（57.2）

午後　専門科目

3時間15分

東洋医学概論

経絡経穴概論

東洋医学臨床論

合　　計

あマ指理論

合　　計

午後　専門科目

3時間15分

東洋医学概論

経絡経穴概論

東洋医学臨床論

専門総合問題

はり理論

きゅう理論
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